
様式第１号（第６条関係） 

 
令和６年５月１0日  

 
（あて先）小矢部市長 

 

 
所在地又は住所   小矢部市本町１-1 

名称又は氏名    小矢部工業株式会社 

代表者の職・氏名  代表取締役 本町太郎 

担当者氏名     総務課 小矢部一郎 

連絡先       0766-67-1760 

 
 

小矢部市ＤＸ推進補助金交付申請書 

 

 
 小矢部市ＤＸ補助金交付要綱第６条の規定により補助金の交付を受けたいので、関

係書類を添えて申請します。また、本申請に当たり、担当職員が市税の滞納の有無に

ついて税務担当課に確認することに同意します。 

 
記 

 
１ 交付申請額   金  100,000  円 

 
２ 添付書類  

(1) 事業の概要がわかる書類（会社概要等）（個人・法人の場合） 

 (2) 組織の規約・会則などの写し（任意団体等の組織の場合） 

 (3) 補助事業に係る経費の見積書の写し、価格表その他の積算金額の根拠書類 

 (4) その他市長が必要と認める書類 

  



事業の詳細や見込まれる効果などにつ
いて具体的に記載してください。 
 
※計画書が概要資料など、事業の詳細が
分かる資料がある場合は添付してくだ
さい。 

自社の現状や課題、申請に至る背景、事
業の目的や内容、事業実施前と実施後の
変化などについて記載してください。 
スペースが不足する場合は適宜改変し
てください。(複数ページになっても構
いません) 

スペースが不足する場合は適宜改変してください。(複数ページになっても構いません) 

該当する事業に丸をつけてください。 
複数の事業を実施する場合は全てに丸をつけ
てください。 

実施予定事業のスケジュールを記載し
てください。 
※計画書が概要資料など、事業の詳細が
分かる資料がある場合は添付してくだ
さい。 

事 業 計 画 書 
 
１ 申請者の概要 

項   目 内   容 

申請者（企業名）  小矢部工業株式会社 

本社又は主たる所在地  小矢部市本町１-1 

資本金額又は出資金額 10,000,000 円 

従 業 員 数  40 人 

事 業 内 容 
（製品名、業種等） 

 電子デバイス製造業 

任意団体等の場合は、構成等   

 
２ 申請事業の内容 

補助事業の内容 
 １ 研修会 
 ２ 伴走支援 
 ３ システム導入 

補助事業の目的 

 

基幹業務の多くがデジタル化されているものの、もっと労働生産性の

向上を図れるのではないかと感じており、昨年は、ＤＸ化による業務プ

ロセスの見直しを行うために、外部専門人材（株式会社〇〇〇〇）に

委託を行った。結果、●●、▲▲、■■の業務について、それぞれ個別

のシステムで管理を行っていたものを、これらを一元的に管理ができる

▼▼システムを導入すれば、従前に比べて 10%業務の効率化が図れる

とのアドバイスを受けた。内容を精査した結果、費用対効果が十分に見

込めると判断に至ったことから、本事業を活用し、▼▼システムを導入

したいと考えている。 

 

事業詳細・事業効果など 

 

▼▼システムの導入により、●●、▲▲、■■の業務おいて、個別の

システムで管理を行っていたが、▼▼システムにデータの入力を行うこ

とにより●●⇒▲▲⇒■■と各業務へ自動的にデータが引き継がれる

ことにより同一システムでの一元的に管理が可能となり、業務の効率

化が図れる。 

※システムの概要については別紙参照 

システム利用者数：15 人程度 

システム使用頻度：毎日 

 
事業スケジュール  

令和６年８月 データ移行 

令和６年９月 テスト運用開始 

令和７年１月 本格運用開始 

※詳細については別紙計画書参照  



スペースが不足する場合は適宜改変してください。(複数ページになっても構いません) 

３ 経費明細 

 
交付申請額： 補助対象経費 × １／２ ＝  100,000 円 

注１ 補助対象経費は、消費税及び地方消費税並びに国、地方公共団体その他公的機

関から交付を受けた補助金等に相当する額を除いた額とする。 

２ 交付申請額は、1,000 円未満の端数を切り捨てた額とし 10 万円を限度とする。 

補助事業の内容 区分 補助対象経費 備考 

研修会 

   

   

   

   

小計          円  

伴走支援 

   

   

   

   

小計          円  

システム導入 

▼▼システム   

 要件定義 100,000 円  

 基本設計 200,000 円  

 詳細設計 200,000 円  

 テスト 50,000 円  

 実装 100,000 円  

小計 650,000 円  

合計             650,000 円  

対象経費は消費税を抜いた額としてください。 
国や県などから補助金の交付を受ける場合は補助額を差し引いた額としてください。 


